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インターネットや携帯電話をはじめとした情報

通 信 技 術 （ information and communication 

technologies: ICT）が、21 世紀の国際関係および安

全保障環境に多大な影響をおよぼしたことはほと

んど疑いない。その効果は多岐にわたり、インテリ

ジェンスを含む国家の軍事的能力を大幅に向上さ

せる一方で、サイバー空間を新たな脅威の源泉とし

て台頭させた。このような表裏一体の効果を持ち得

る ICT が、「世界の安全保障環境にいかなるネット

効果（良い面から悪い面を差し引いた効果）をもた

らすか」という問いに対して統一的な解答を与える

のは困難である。 

同様に、「ICT が物理的な暴力行使としての武力

紛争にいかなる影響を与えるか」という問いに対す

る答えも一通りにはなり得ない。一方では「アラブ

の春」におけるソーシャルメディアの役割を念頭に、

革命や暴動を助長し得ることが強調され、他方では

その鎮圧のためのインテリジェンス収集を助ける

効果も指摘される。つまり現在のところ、携帯電話

やインターネットの普及が平和を阻害するという

議論と、反対に暴力を減少させるという見方が並立

しているわけである。 

そこで本稿は、現代の紛争における ICT の役割

を概観し、それがいかなる条件の下でどのような効

果をもたらすかを整理する。より具体的には、以下

のような分類で議論を進める。第一に、ある集団が

武力紛争を展開するためには集合行為問題を乗り

越えなければならないことを確認した上で、ICT に

はこれを克服するための機能があることを指摘す

る。同時に携帯電話をはじめとした ICT は、紛争地

の非戦闘員による（反政府勢力の活動に関する）情

報提供をしやすくすることで、効果的な対反乱作戦

に貢献するという議論も紹介する。第二の焦点は、

過激派テロ組織・武装勢力のリクルーティングにお

ける ICT の役割である。より具体的にいえば、イン

ターネットを利用した宣伝には、戦闘員募集におけ

るプリンシパル・エージェント問題を克服する効果

がある。過激派組織のイデオロギーが潜在的な構成

員へのメッセージになっているという仮定の下、イ

ンターネットを通じた宣伝がメッセージの拡散を

促進し、ひいては過激派組織の拡大に寄与し得ると

いう議論を取り上げる。 

なお、本稿は ICT が国際政治にもたらし得る影

響を網羅したリストではなく、武力紛争とりわけ内

戦という特定の政治現象に的を絞った解説に過ぎ

ないことを明示しておく。たとえば、ここではサイ

バー空間におけるガバナンスは扱わないし、ハイブ

リッド戦争の文脈における情報戦（ information 

warfare）についても言及していない。本稿は、武力

紛争を行おうとする集団が直面することになる主

要な問題（集合行為問題とプリンシパル・エージェ

ント問題）を提示し、ICT がそれらの克服に資する

機能を備えていることを示す。 

 

 

  

武力紛争を実行するには費用がかかる。ある人が

戦闘員として反政府勢力に加わるとなれば、彼また

は彼女はそれまでの仕事を捨て（機会費用）、文字
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通り命の危険を覚悟しなければならない。他方、も

し武力紛争によって目的を達成したとしても、これ

によって得た財（たとえば領土や地域的な自治）は

共同体全体に分配されることになる。換言すれば、

紛争という集合行為によってもたらされる便益は

公的なものだが、その費用は私的なものである。ま

た、そもそも武力紛争によって財を勝ち得ることが

できるかという点が不透明かもしれない１。このと

き、ただ乗り（free riding）の誘因が生じる。すなわ

ち、手に入るか不確実で、かついずれ広く分配され

ることになる財のために費用を負って紛争に参加

するよりも、他の誰かがその財を獲得し、分配して

くれるのを（費用をかけずに）待っている方が好ま

しいわけである。言い換えると、武装蜂起を企図す

る集団は、このような集合行為問題（collective action 

problem: CAP）を克服してはじめて武力紛争に訴え

ることができる２。 

 現代の紛争における ICT の第一の機能は、CAP

を克服する効果をもつことである。携帯電話をはじ

めとした通信技術の普及は、紛争への潜在的な参加

者間における調整を促進し、それにかかる費用を小

さくする。また、安価で簡単なコミュニケーション

の増加は集団内のネットワークを強固にするので、

フリーライダーの出現を抑制する３。さらに、政治

的不満を抱える人々のコミュニケーションの機会

が増えることで、現状変更の手段として武力紛争に

訴えることへの動機づけが一層強くなるかもしれ

ない４。これらの効果のいずれかもしくはすべてに

よって、ICT の普及は潜在的な反乱勢力が CAP を

克服するのを手助けするわけである。携帯電話網の

拡大と紛争の発生確率の上昇との関連は実証研究

によって確認されており、携帯電話の CAP 克服効

果は武力紛争という特定の文脈においても支持さ

れたことになる５。 

 第二に、一見すると CAP 克服効果と相反するよ

うにみえるが、紛争地の住民が携帯電話を用いて政

府に反政府勢力の情報を提供することで、ICT が対

反乱作戦（counterinsurgency: COIN）に寄与すると

いう見方もある。というのも、紛争地の人々が、武

装勢力に関する情報を政府に提供することには危

険を伴うが、携帯電話によってより容易かつ安全な

情報提供が可能になるからである。言い換えれば、

ICT は COIN をより効果的にするようなインテリ

ジ ェ ン ス 収 集 （ こ こ で は HUMINT: human 

intelligence）を促進する。もし ICT（とりわけ携帯

電話）の普及が紛争地の非戦闘員による戦時の情報

提供（wartime informing）を促進し、COIN の効果的

な実行を後押しするならば、結果として紛争は沈静

化し、暴力のレベルは低下することになる。シャピ

ロ（ Jacob N. Shapiro）とワイドマン（Nils B. 

Weidmann）はイラクのデータを用いて携帯電話の

COIN 効果（あるいは HUMINT 効果とも形容でき

る）を実証し、上述の CAP 克服効果を相対化して

いる６。 

ここで重要なのは、CAP 克服効果と COIN 効果

は相互に矛盾しないことである。人々が暴動や武装

蜂起といった集合行為に至る際に、ICT を用いて潜

在的な参加者間の調整を促進したところで、政府軍

に対する戦時の情報提供（wartime informing）を妨

げるわけではない。その逆も同様に、紛争地の住民

が戦時の情報提供によって政府の COIN を支援し

ていたとしても、紛争を継続しようとする人々は依

然として ICT の調整機能を利用することができる。

したがって、「ICT の普及は紛争を悪化させるのか、

それとも暴力を減少させるのか」という単純な問い

にはあまり意味がない７。真に問われるべきは、

「ICT はいかなる場合に暴力を増加させ、どのよう

なときに減少させるのか」という点である。 

幸いなことに近年の研究は、前者の問いに拘泥す

ることによる不毛な論争に陥っていない。むしろ、

CAP 克服効果と COIN 効果を統一的に説明する「場

合分け」の論理を提示するなど、理論の精緻化の段

階へと移行している。たとえばシャピロとシーゲル

（David A. Siegel）は、次のようなゲームのモデル

（以下、SS モデル）を提示する。まず、（1）反政

府勢力（Rebel）が実行する暴力行為のレベルを決定

し、（2）これを観察した紛争地域の非戦闘員

（Community）が政府への情報提供の程度を決め、

そして（3）偶然の要素（Nature）が、政府と反政府

勢力のどちらが当該地域を統治するかを決める８。

このとき、反政府勢力による暴力のレベルが高いほ

ど、非戦闘員のコミュニティが情報提供を行いやす
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くなるような利得関数が与えられており、かつ多く

の情報提供が行われるほど政府が当該地域を勝ち

取る確率が高くなる（COIN 効果）。同時に、ICT の

影響の大きさを表すパラメータの値が大きいほど、

反政府勢力が暴力に訴える際のコストは小さくな

る（ICT の調整機能）。したがって、SS モデルは

ICT の CAP 克服効果と COIN の双方を考慮に入れ

ている。 

このゲームの均衡経路上で実現する暴力のレベ

ルは、ICT がもついくつかの性質から影響を受ける。

すなわち、反政府勢力による暴力は、（1）携帯電

話による政府への情報提供に際して、非戦闘員コ

ミュニティが反政府勢力による報復を逃れやすく

なるほど、（2）政府が非戦闘員コミュニティから

得た情報を効率的に COIN に活用できるほど、そし

て（3）ICT による政府の SIGINT（signals intelligence）

能力が向上するほど、均衡経路上の暴力のレベルは

低下する。他方、（4）ICT によって反政府勢力の集

合行為（暴力）が容易になるほど、均衡経路におい

て実現する暴力のレベルは高くなる９。ICT の多様

な効果を踏まえれば、「ICT は紛争を増加させるか、

平和を促進するか」という二者択一の問いが適切で

ないことは一層明らかである。 

また、SS モデルから得られる示唆は、CAP 克服

効果を主張する Pierskalla and Hollenbach (2013)と

COIN 効果を見出す Shapiro and Weidmann (2015)の

双方にとって整合的な説明を与える。SS モデルは、

紛争国の政府が一定の COIN 能力を保持している

という前提に立っている。したがって、ある国家が

非戦闘員による情報提供を COIN に活用できない

とするならば、当該国家においては ICT の CAP 克

服効果だけが紛争に影響をおよぼすことになる。言

い換えれば、ICT の、COIN 効果への「恩恵」が CAP

克服への効果と比べて小さいとき、その普及は暴力

の増加を促す。実際、Shapiro and Weidmann (2015)

は高い COIN 能力を有する米軍が駐留していたイ

ラクのデータを用いており、 Pierskalla and 

Hollenbach (2013)はアフリカ諸国における紛争の

データを分析している。アフリカ諸国の政府の多く

が十分な COIN 能力を備えていないと仮定すれば、

COIN 効果を CAP 克服効果が上回り、紛争が発生

しやすくなるのは、SS モデルの仮定を踏まえれば

自然である。 

モデルの上でも、非戦闘員たちは一定のレベルを

超えた暴力を観察すると、政府への情報提供をする

ことになる。すると、CAP 克服効果によってある一

定のレベルにおける暴力の発生確率は高まるが、非

戦闘員たちが許容するレベルを超えた暴力が観察

されれば、通信網の拡大は（COIN 効果によって）

暴力の減少を促すことになる１０。このようなモデ

ルの予測は、 Pierskalla and Hollenbach (2013)と

Shapiro and Weidmann (2015)の双方と整合的である。

したがって、現代の紛争には ICT の CAP 克服効果

と COIN 効果が併存していると考えてよい。 

 ここで、ICT が CAP 克服効果を有することを前

提として、「非民主主義国における ICT の利用が当

該国家の民主化を促すか」という論点にも少しだけ

触れておく。というのも、ICT が人々に自由をもた

らす「解放の技術（liberation technology）」として

取り上げられることも少なくないからである１１。

また、「アラブの春」における ICT の役割を強調す

る言説も、一定の影響力をもっていたように思われ

る。これらの、ともすればややセンセーショナルな

ICT の捉え方が正しいか否かの診断は、実のところ

難しい。なぜならば、ICT の CAP 克服効果によっ

て大衆による抗議運動は増加するが、これがそのま

ま体制転換につながるとは限らないからである１２。

ICT の普及がそもそも人々の抗議運動という現象

を経由し、また抗議運動が政府による弾圧を引き起

こすことでかえって民主化を後退させる可能性も

加味すれば、ICT の政治体制への直接的な影響力を

抽出し、明確な診断を下すことは容易ではない。 

 ここまでの議論を端的にまとめると、次のように

なる。まず（1）「ICT の普及は武力紛争の発生を促

すか」という問いに対しては、「CAP 克服効果に

よって紛争の発生確率は上昇する」と答えられそう

である１３。次に（2）「ICT は紛争における暴力の

レベルを低下させるか」という論点には「現地政府

の COIN 能力に依存し、政府の COIN 能力が高けれ

ば暴力を減少させる」と応答できる１４。そして（3）

「ICT の普及は権威主義国家の民主化を促すか」と

いう問いには「政治的な抗議運動は増加するが、そ
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れが結果的に民主化を促進するとは限らない」と答

えるのが穏当である１５。 

このように、武力紛争に対して ICT がもたらす

影響を描き出すには何らかの「場合分け」が必要で

ある。繰り返すと、この事実は「ICT が武力紛争に

おける暴力を悪化させるか沈静化するか」という単

純な問いに対して、ただ一通りの回答は得られない

ことを意味する。したがって、このことから政策的

含意を引き出す際にはとりわけ注意が必要である。

たとえば、ここで取り上げたのは ICT が紛争に与

える短期的効果である。他方、もしも ICT の導入が

当該地域における経済活動を漸進的に活性化させ

るならば、人々が紛争に参加する機会費用が増加す

るので、長期的に考えれば紛争の減少に寄与するか

もしれない１６。紛争地において ICT の普及を推進

するか否かという政策的判断を下すためには、その

因果効果を左右する要素（ICT の経済活動への効果

や、政府軍が COIN を成功させるに足る能力を有し

ているかという点など）の丹念な評価が不可欠であ

る１７。 

 

 次節で具体論に入る前に、全般として指摘すべ 

ICT は、武装勢力のリクルーティングを促進する

効果もそなえている。この効果は、世界中に情報を

発信できるというインターネットの特徴だけから

説明されるものではない。「イスラム国」に代表さ

れる、（1）特定の領域に限定されない目標および（2）

過激主義的イデオロギーを掲げる武装勢力のリク

ルーティングにおいて、インターネットの効果はと

りわけ強く作用する。 

この点を明らかにするうえで、ウォルター

（Barbara F. Walter）による一連の研究が参考にな

る １８。まずウォルターは、ある武装組織のイデオ

ロギーを、当該組織に固有で偽りようのない信念で

はなく、戦略的な選択の結果と捉える。すなわち、

ある武装勢力が彼らの掲げる目標やイデオロギー

を本当に信じているかは問題ではなく、武力闘争を

優位に進めるために有用なイデオロギーを自覚的

に選ぶと考える１９。 

次に、ウォルターは武装組織が直面する問題とし

てプリンシパル・エージェント問題（principal-agent 

problem）を提示する。すなわち、武装組織と潜在的

な戦闘員を依頼人（プリンシパル）および代理人

（エージェント）になぞらえ、彼らが「契約」する

とき、つまり志願者が組織に参加するときの障壁を

指摘するわけである。プリンシパル・エージェント

問題のうち、武装組織のリクルーティングにおいて

とりわけ問題になるのが逆淘汰（adverse selection）

である。逆淘汰とは、代理人が依頼人の知らないよ

うな（代理人自身の能力や性質に関する）情報すな

わち「隠れた情報（hidden information）」を持ってい

る状態を指す２０。よく知られた例が中古車市場で

ある。中古車の所有者（売り手）は中古車の質を知っ

ているが、潜在的な買い手はそれが良い車であるか

質の悪いものであるか判断できない。このとき、も

し売り手が質の良い中古車を売るつもりがあった

としても、（この車の質に関する不確実性によって）

そのような効率的な取引は実現しなくなってしま

うし、結果として市場が縮小することになる２１。 

武装組織のリクルーティングの文脈におけるプ

リンシパル・エージェント問題とは、次のような状

況を表す。まず、武装組織と潜在的な戦闘員を戦略

的プレイヤーとして捉える。そして、それぞれが（1）

能力が高く、献身的な戦闘員が欲しいが、志願者の

能力や志願の動機は前もってわからないことと（2）

信頼の置けるリーダーが率いる組織に参加したい

が、リーダーたちの性格や意図は前もってわからな

いという、情報の非対称性が二重に存在するような

状況である２２。この二重の逆淘汰を放置すれば、武

装組織と潜在的な戦闘員との間に「契約」が結ばれ

なくなるため、組織の拡大が難しくなる。 

ウォルターは、武装組織のリーダーが上の問題を

解決する手段として、過激なイデオロギーを掲げる

ことが有効であると論じる。その第一の機能が組織

による志願者のスクリーニングである。すなわち、

組織への忠誠心が高い志願者だけが受け入れるよ

うな、武装勢力の構成員に一定のコストを課す「契

約」を提示するわけである。過激なイデオロギーを

掲げる組織は規律に従わない（すなわち組織への忠

過激主義勢力が行うリクルーティングの促進効果 
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誠心に欠ける）メンバーを罰するかもしれないし、

新しい参加者に過酷な訓練を課すかもしれない２３。

この種のコストは短期的もしくは物質的な利益を

求める志願者を排除することができる。つまり、過

激主義的なイデオロギーとそれに伴う（組織への参

加者が支払うことになる）コストを提示し、志願者

に参加する組織を選ばせるわけである（自己選抜）。

すると、忠誠心の高い潜在的メンバーだけが過激主

義を掲げる組織に参加し、そうでない志願者は別の

組織に加入することになる。 

 過激主義イデオロギーの第二の機能は、信頼でき

るリーダーが率いる武装組織に参加したいが、リー

ダーの性格を知り得ないような潜在的メンバーに

対するシグナリングである。武装組織への志願者た

ちは、単に自らの権力を追い求める不誠実なリー

ダーと、志願者と同じ目標を追い求める、信頼でき

るリーダーを前もって見分けることができない。そ

こで武装組織のリーダーは、そのリーダー自身に一

定の（私的な動機をもつ不誠実なリーダーがわざわ

ざ支払わないであろう）コストを強いるようなイデ

オロギーを掲げることで、自らが誠実で優れたリー

ダーであることを伝達するわけである２４。このよ

うに、武装組織が掲げる過激主義は、そのリーダー

と潜在的メンバーとの間に存在する二重の逆淘汰

を乗り越えるための、スクリーニングとシグナリン

グ両方の機能を備えているといえる２５。 

 ICT とりわけインターネットによる情報の拡散

は、上述のシグナリングおよびスクリーニングの手

段として機能する。まず、特定の領域に限定されな

い、グローバルな目的を掲げる武装勢力は、潜在的

な支援者や戦闘員が世界中に存在すると考える２６。

このような組織がインターネットを通じて残虐な

動画などを拡散することで、潜在的な戦闘員に対し

て組織の（過激な）選好をシグナリングし、同時に

高い忠誠心を有するであろう志願者のスクリーニ

ングを行うことが可能となる。たとえば、一定の領

域内に止まらない目標を掲げる「イスラム国」に

とって、グローバルな宣伝活動を可能にするイン

ターネットはとりわけ便利な道具である。つまり、

「ある特定の国家における政府の打倒」や「ある地

域の分離独立」といった目標を掲げる武装組織がグ

ローバルなリクルーティングを展開したところで、

国外からの志願者はあまり期待できない。しかし

「カリフ制国家の樹立」という、既存の領域的境界

（国境や民族分布など）に関係しない目標を掲げる

「イスラム国」は、インターネットを通じて文字通

り世界中の潜在的戦闘員に訴えかけることができ

る。 

 たとえば、カリブ海に浮かぶ島国トリニダード・

トバゴはシリアやイラクから約 1万 km離れている

が、2018 年 2 月までの時点で 100 名を超える人々

が「イスラム国」に参加するために故郷をあとにし

ている。約 130 万人というトリニダード・トバゴの

人口を考慮すると、「イスラム国」に参加した人々

の数が国民に占める割合は、アメリカやカナダの人

口に占める「イスラム国」参加者の比率と比べても

はるかに高い２７。繰り返しになるが、仮に「イスラ

ム国」の目標が明確な領域的境界を示唆するもの

（たとえば特定の少数派民族が集住する地域の独

立あるいは自治拡大など）であるならば、このよう

に文字通り地球規模で戦闘員を募ることは想像し

がたい。したがって、脱国境的な目標を掲げる武装

組織もしくはテロ組織とインターネットは、広い範

囲の「プール」から戦闘員の募集を行ううえで相性

が良いということになる。 

 ICT が脱国境的な過激主義武装勢力を利するこ

とは、次のような悲観的な含意を導く。すなわち、

これらふたつの特徴（脱国境目標と過激主義イデオ

ロギー）をもつ組織に有利な環境が存続する限り、

たとえ「イスラム国」のような大規模な勢力が衰退

したところで、同様の集団が新たに台頭するであろ

うことである２８（。この文脈でいえば、ICT は今後

も武装勢力の「武器」のひとつであり続けるように

思われる。武装組織が潜在的な志願者たちに訴えか

けるための有力な手段として、インターネットがこ

れからも広く利用されることはほとんど疑いない。
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前節では、ICT が武力紛争に対して（CAP 克服効果

と COIN 効果という）いわば両方向の効果を同時に

もたらすことを論じた。しかしながら、少なくとも

本節で扱った武装組織のリクルーティングという

文脈においては、ICT は明確に負の影響が大きいと

評価せざるを得ない。 

 

 

本稿では、ICT が現代の紛争におよぼす影響の一

部を概観した。いうまでもなく、ICT が紛争に与え

得る効果はここで解説したものに止まらない。たと

えば ICT による安価なコミュニケーションは、武

力紛争の遂行を現地の代理勢力（local proxies）に「委

託」するのを促すかもしれない。また、非民主主義

１ Stathis N. Kalyvas and Matthew A. Kocher, “How ‘Free’ is 

Free Riding in Civil Wars? Violence, Insurgency, and the 

Collective Action Problem,” World Politics 59, no. 2 (January 

2007): 177-216; see also Jeremy M. Weinstein, Inside Rebellion: 

The Politics of Insurgent Violence (Cambridge: Cambridge 

University Press, 2007). 
２ むろん、CAP を克服した集団すべてが紛争を引き起こす

わけではない。現代の紛争研究において代表的な「戦争の

交渉モデル」は、反政府勢力と政府との明示的あるいは暗

黙の交渉（バーゲニング）が立ち行かなくなるときに紛争

が発生すると見る。Barbara F. Walter, “Bargaining Failures 

and Civil War,” Annual Review of Political Science 12 (June 

2009): 243-261. 交渉モデルのアプローチはプレイヤーの意

思決定が一枚岩であることを仮定するので、すでに一定の

凝集性を備えた反政府勢力と政府との紛争を分析する際に

便利である。他方、集合行為論に立脚するアプローチは、

そもそも政治的起業家（political entrepreneur）が人々を政

治的に動員する段階に注目する。 
３ Jan H. Pierskalla and Florian M. Hollenbach, “Technology and 

Collective Action: The Effect of Cell Phone Coverage on 

Political Violence in Africa,” American Political Science Review 

107, no. 2 (May 2013): 207-224. 
４ Catie Snow Bailard, “Ethnic Conflict Goes Mobile: Mobile 

Technology’s Effect on the Opportunities and Motivations for 

Violent Collective Action,” Journal of Peace Research 52, no. 3 

(May 2015): 323-337. 
５ Pierskalla and Hollenbach, “Technology and Collective 

Action.” ただし、メディアの報道に基づく紛争のデータ

セットには報告バイアス（reporting bias）が生まれやすい

ので、注意深い研究設計が必要である。すなわち、携帯電

話の普及と紛争の関連を調べるとき、そもそも独立変数で

ある携帯電話網の普及度合いが暴力の「カウントのされや

すさ」自体に正の効果を持つならば、結果として分析結果

に正のバイアスをもたらすことになる。Nils B. Weidmann, 

“A Closer Look at Reporting Bias in Conflict Event Data,” 

American Journal of Political Science 60, no. 1 (January 2016): 

206-218; Florian M. Hollenbach and Jan H. Pierskalla, “A Re-

assessment of Reporting Bias in Event-based Violence Data with 

Respect to Cell Phone Coverage,” Research and Politics 4, no. 3 

(July 2017) : 1-5. また、インターネットの普及と紛争の関

国の政府は、インターネットの検閲を通して集合行

為を防ごうと試みる２９。これらの例と本稿で扱っ

た効果が示唆するのは、ICT の紛争に対する影響を

分解（disaggregate）して考えることの必要性である。

本稿を通して強調してきたように、「ICT は平和を

促進するのか、もしくは妨げるのか」という二者択

一の問いに大きな価値はない。上の問いの冒頭に、

「どんな場合に」というフレーズを付け足すことが

欠かせないわけである。武力紛争の文脈において

ICT が持ち得る含意すべてを明らかにするのは難

しいが、近年の研究によってその「分解」が進んで

いることは疑いない。 

 

連を調べたワイドマンらの研究は、ICTの普及が紛争の発

生に影響を与えるのは貧しい地域のみであり、すなわち政

治的動員のための代替的資源がないときだけであることを

示唆している。Nils B. Weidmann et al., “Supplementary 

Materials for ‘Digital Discrimination: Political Bias in Internet 

Service Provision across Ethnic Groups,’” September 2016, 

www.sciencemag.org/content/353/6304/1151/suppl/DC1, 22-26. 
６ Jacob N. Shapiro and Nils B. Weidmann, “Is the Phone 

Mightier Than the Sword? Cellphones and Insurgent Violence in 

Iraq,” International Organization 69, no. 2 (Spring 2015): 247-

274. 
７ Thomas Zeitzoff, “How Social Media Is Changing Conflict,” 

Journal of Conflict Resolution 61, no. 9 (October 2017): 1970-

1991. 
８ Jacob N. Shapiro and David A. Siegel, “Coordination and 

Security: How Mobile Communications Affect Insurgency,” 

Journal of Peace Research 52, no. 3 (May 2015): 312-322. な

お、モデルの上では政府はプレイヤーとして登場しない。

ここでは、政府は常にある一定の資源を COINに投入する

と仮定されており、COINの効果が非戦闘員コミュニティ

による情報提供の度合いに左右されるという設定になって

いる。他方、SSモデルの基礎となったモデルでは COINを

行う政府がプレイヤーに含まれているが、この違いは SS

モデルの主張に大きな違いをもたらさない。Eli Berman, 

Jacob N. Shapiro, and Joseph H. Felter, “Can Hearts and Minds 

Be Bought? The Economics of Counterinsurgency in Iraq,” 

Journal of Political Economy 119, no. 4 (August 2011): 766-819. 

また、このモデルは完備情報ゲームであり、したがってこ

こで用いられる解概念は部分ゲーム完全均衡である。 
９ Shapiro and Siegel, “Coordination and Security,” 318. 
１０ Shapiro and Siegel, “Coordination and Security,” 314. 
１１ Larry Diamond, “Liberation Technology,” Journal of 

Democracy 21, no. 3 (July 2010): 69-83. 
１２ Elizabeth A. Stein, “Are ICTs Democratizing Dictatorships? 

New Media and Mass Mobilization,” Social Science Quarterly 

98, no. 3 (September 2017): 914-941. 
１３ Pierskalla and Hollenbach, “Technology and Collective 

Action”; Hollenbach and Pierskalla, “A Re-assessment of 

Reporting Bias.” 
１４ Shapiro and Weidmann, “Is the Phone Mightier Than the 

Sword?”; Shapiro and Siegel, “Coordination and Security.” 
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うことはできないが、ウォルター自身は、ICTは武力紛争
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としている。すなわち、ICTの普及が（1）政治的エリー

トよりも個々の人々を利するであろうこと、（2）ひとつの

紛争あたりの交戦主体数を増加させるであろうこと、（3）
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